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 第２章 朝霞市のこどもを取り巻く現状 

 

１ 人口の推移 

(1) 総人口の推移 

  

資料：朝霞市住民基本台帳（各年１月１日現在） 
 

本市の総人口は増加傾向が続いており、令和６(２０２４)年には１４４，９６４人となっています。世帯数につい

ても増加傾向にあり、令和６(２０２４)年には７０，１２７世帯となっています。世帯当たりの人員については、緩や

かに減少しており、令和６(２０２４)年には２.０７人となっています。 

 

(2) こどもの数（０～１８歳人口）の推移 

 

資料：朝霞市住民基本台帳（各年１月１日現在） 
 

こどもの数（０～１８歳人口）の推移を見ると、令和６(２０２４)年で２３,９９６人となっており、令和２(２０２０)

年以降は緩やかに減少しています。 
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(3) 若者の数（１９～３９歳人口）の推移 

 
資料：朝霞市住民基本台帳（各年１月１日現在） 

 
若者の数（１９～３９歳人口）の推移を見ると令和６(２０２４)年で３８,８６４人となっており、令和２(２０２０)年

から見ると、増減はありつつも、緩やかに減少しています。  
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２ 出生数等の推移 

(1) 出生数の推移 

  
資料：埼玉県保健統計 

 
本市の出生数は減少傾向にあり、令和４(２０２２)年には１,１８３人となっています。また、母親の年齢別出生数

は３０～３４歳が最も多く、次いで２５～２９歳、３５～３９歳の順となっています。 

 

(2) 合計特殊出生率の推移 

 

資料：埼玉県保健統計 

合計特殊出生率：１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率をすべて足した数字のことで、１人の女性が一生の間に出産するこどもの 

平均の数。 
 

本市の合計特殊出生率は、令和２(２０２０)年まで国、県よりも高い水準で推移してきましたが、令和３(２０２

１)年には全国を下回り、令和４(２０２２)年は全国と同水準となっています。 
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３ 女性の就業率の推移 

 
資料：国勢調査 

就業率：１５歳以上人口に占める就業者（従業者（収入を伴う仕事をしている者）と休業者（仕事を持っていながら病気などのため休んでいる 

もの）を合わせたもの）の割合。 

 
資料：国勢調査 

 
女性の就業率は、２０歳代前半では、平成１２(２０００)年から令和２(２０２０)年にかけて６.１ポイント減少して

います。２０歳代後半から３０歳代の就業率は平成２７(２０１５)年までは増加していましたが、令和２(２０２０)年

は減少しています。 

また、女性の年齢階層別就業率は、全国、埼玉県、朝霞市のいずれも３０歳代で低下し４０歳代以降に再び上昇

する「Ｍ字カーブ」となっており、本市では３０歳代、４０歳代で特に全国、埼玉県を下回り、Ｍ字の底が深くなっ

ています。 
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４ 就学前児童等の状況 

(1) 就学前児童・待機児童数等の推移 

 

保留児童数：保育所等の利用を希望し、市へ入所申請をした者のうち、希望する施設の定員超過等のため、利用ができなかった児童の数。 

待機児童数：「保留児童数」から、国の定義に従い、求職活動を休止している者や、特定の空いていない施設を希望しているために利用保留

となっている者等を除いた数。 
 

就学前児童数は、令和２(２０２０)年以降、緩やかに減少しており、令和６(２０２４)年には７,３２９人となってい

ます。また、保育所等の整備が進み、保育所等定員数は年々増加していますが、毎年定員数を上回る入所申請が

あり、保育所等の待機児童数は令和６(２０２４)年に１７人となっています。なお、保留児童数は令和６年（２０２４）

に２７２人となっており、増減を繰り返しています。 

 

(2) 保育所・幼稚園・家庭保育室等の利用状況の推移 

 
就学前児童で施設を利用しない者（未利用者）は減少傾向にあり、保育所・幼稚園・家庭保育室等の利用率は

令和６(２０２４)年に７４.４％と過去最高となりました。保育所の利用については増加傾向にありますが、一方で

幼稚園の利用者数は減少傾向にあります。 
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５ 小学生児童・放課後児童クラブ利用者の推移 

 

 
資料：保育課・教育管理課（児童数は各年５月１日現在、利用者数は各年４月１日現在） 

 
小学校の児童数は、増加傾向にあり、令和６(２０２４)年では７,７１２人となっています。また、放課後児童クラ

ブの利用者数も増加傾向にあり、令和６(２０２４)年では１,７７６人となっています。 
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６ 障害のあるこどもの状況 

(1) 障害者手帳所持児童数 

 令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

身体障害者手帳 ２,４３４ ２,３８６ ２,３１９ ２,２５９ 

療育手帳 ２５２ ２５６ ２６５ ２７７ 

資料：障害福祉課 

(2) 障害児通所支援事業利用者数 

 令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

児童発達支援 296 351 427 474 

放課後デイサービス 251 304 397 473 

保育所等訪問支援 41 85 116 162 

資料：障害福祉課 

(3) 発育発達相談（精神・心理）相談者数 

【就学前児童】 

 
資料：健康づくり課 

【小学生・中学生・高校生】 

 
資料：健康づくり 

障害者手帳所持児童数は、身体障害者手帳は減少傾向にありますが、療育手帳は増加傾向にあり、障害児通所

支援事業では、すべてのサービスで利用者数が増加傾向にあります。 

また、本市の保健センターで発育発達相談（精神・心理）の相談を受けている児童全体の人数は、令和３(２０２

１)年度まで増加傾向にありましたが、令和４(２０２２)年度以降は減少傾向にあります。  
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７ ひとり親家庭の状況 

(1) ひとり親家庭数の推移 

【０～５歳の児童がいるひとり親家庭数】 

 

 

【０～１７歳の児童がいるひとり親家庭数】

 

資料：国勢調査 
 

０～５歳の児童がいるひとり親家庭数は、令和２(２０２０)年で１９３世帯となっており、ほぼ横ばいで推移して

います。０～１７歳の児童がいるひとり親家庭数は、令和２(２０２０)年で１,１２９世帯となっており、平成１７(２０

０５)年以降増加し続けています。 

 

(2) 児童扶養手当受給家庭数の推移 

 

 
資料：こども未来課 

 
児童扶養手当受給家庭数は、令和元(２０１９)年度以降減少傾向にあり、令和５(２０２３)年度で４７９世帯とな

っています。 
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（２０２０年） 
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（世帯） 
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８ 児童虐待に関する状況 

（１）児童虐待相談対応件数 

 令和元年度 

（２０１９年度） 

令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

相談対応件数 ３１１ ２７６ ３１９ ３０９ ３１４ 

資料：こども未来課 
 

児童相談所の児童虐待相談対応件数は、おおむね横ばいで推移しており、令和５(２０２３)年度は３１４人と、

高止まりの傾向が見られます。 

 

（２）里親登録世帯数・委託里子数 

資料：こども未来課 
 

里親登録数は、ほぼ横ばいで推移しています。委託里子数は令和５(２０２３)年度で１４人となっています。 

 

（３）児童養護施設・乳児院の延べ入所児童数 

 令和元年度 

（２０１９年度） 

令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

児童養護施設

入所児童数 
３１ ４０ ４３ ６３ ４０ 

乳児院 

入所児童数 
３ ８ １４ ９ １０ 

資料：こども未来課 
 

児童養護施設・乳児院の延べ入所等措置件数は、令和５(２０２３)年度で５０人となっています。 

  

 令和元年度 

（２０１９年度） 

令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

里親数 ２２ ２３ １９ ２２ ２４ 

委託里子数 １１ ９ ７ １４ １４ 

 

（人） 

（世帯） 

（人） 

 

（人） 
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９ 外国につながりがあるこどもに関する状況 

外国につながりのあるこども：国際化の進展に伴い、教育・保育施設等において、海外から帰国したこどもや外国人のこども、両親が国際結 

婚のこどもなど。 

(1) 外国籍市民人口 

  

 

資料：朝霞市住民基本台帳（各年１月１日現在） 
 

外国籍市民人口は毎年増加しており、総人口に占める割合も上昇しています。また、０～１８歳の外国籍のこど

もの数も増加傾向にあり、令和６(２０２４)年には０～５歳が２０９人、６～１８歳が２８３人、合計すると０～１８歳

全体で４９２人となっています。 

 

(2) 外国籍児童生徒数 

【市内保育所及び公立小・中学校に在籍する外国籍児童・生徒数】 

 令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

市内保育所 ７６ ７６ ７４ ８９ ８６ 

公立小学校 １１４ １０２ １２３ １３７ １４３ 

公立中学校 ２８ ３４ ３７ ４３ ４５ 

※令和６年度は、市内保育所は４月１日現在、公立小・中学校は５月１日現在の人数                資料：保育課、教育管理課 
 

市内保育所の外国籍在園児童数及び公立小・中学校に在籍する外国籍児童生徒数は、増加傾向にあり、令和６

(２０２４)年度には市内保育所の外国籍在園児童数が８６人、公立小・中学校に在籍する外国籍児童生徒数は１８

８人となっています。 

 

(3) 日本語指導が必要な児童生徒数 

 令和元年度 

（２０１９年度） 

令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

日本語指導が必

要な児童生徒数 
３４ ４２ １６ ３２ ２９ 

資料：教育指導課 
 

日本語指導が必要な児童生徒数は、年度によっては変動があるもののおおむね横ばいで推移しており、令和

５(２０２３)年度には２９人となっています。 

  

193 203 198 209 209 

233 218 209 256 283 
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2.9 2.9 2.8 
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（２０２２年）

令和５年

（２０２３年）

令和６年

（２０２４年）

０～５歳 ６～１８歳 １９歳以上 総人口の占める外国籍市民の割合（％）

（％） （人） 

４,５８４ 

３,９７２ ４,１３７ ４,１７０ ４,２２５ 

（人） 

（人） 



第２章 朝霞市のこどもを取り巻く現状 

15 

 

１0 アンケート及びヒアリング調査結果の概要 

 

「こども基本法」では、国・地方公共団体において、こども施策を策定・実施・評価するに当たっては、施策の対

象となるこどもや子育て当事者等の意見を幅広く聴取して反映させるために必要な措置を講ずることと定めら

れています。 

このようなことを踏まえ、本計画の策定に当たっては以下のようにこども・若者、子育て当事者からの意見聴

取機会を設け、調査の分析等を行いました。 

 

調査の種類 調査対象※ 配付数 有効回収数 実施時期 実施方法 

（１）子ども・ 

子育て支援

に関する 

アンケート 

調査 

就学前児童の 

保護者 
２,０００人 １,０２５人 

令和５年１２月１９日(火)

～令和６年１月１９日(金) 

郵送配付 

郵送又は 

ＷＥＢ回収 

小・中学生の 

保護者 
１,１０１人 ６１９人 

令和５年１２月１５日(金)

～令和６年１月１９日(金) 

学校配付 

学校又は 

ＷＥＢ回収 小・中学生本人 

９２３人 ５６５人 
高校１・２年生 

相当の市民 

令和５年１２月１９日(火)

～令和６年１月１９日(金) 

郵送配付 

郵送又は 

ＷＥＢ回収 

妊娠中の方 １１５人 ３０人 
令和６年１月４日(木) 

～令和６年１月３１日(水) 
直接配付 

郵送又は 

WEB 回収 出産後の方 ８８人 ４０人 
令和６年１月１０日(水) 

～令和６年１月２４日(水) 

子育て支援施設 ３９件 ２４件 
令和５年１２月１９日(火)

～令和６年１月１９日(金) 

郵送配付 

郵送又は 

ＷＥＢ回収 障害児関係団体 １１件 ７件 

（２）こどもの

生活に関す

るアンケート 

調査 

小学５年生・ 

中学２年生と 

その保護者 

３,８５６人 １,６２４人 
令和５年１２月１５日(金)

～令和６年１月１９日(金) 

学校配付 

学校又は 

ＷＥＢ回収 

公的扶助 

受給世帯 
７４０人 １８１人 

令和５年１２月１５日（金)

～令和６年１月１９日(金) 

郵送配付 

郵送又は 

ＷＥＢ回収 

こどもの貧困に 

関する支援団体 
７団体 ４団体 

令和５年１２月１９日(火)

～令和６年１月１９日(金) 

メール配付 

メール回収 

●ヒアリング

調査（資料編 

Ｐ１３８～１４

４） 

小学生 ６５人 

令和５年１２月２２日(金) 

～令和６年４月２５日(木) 

グループ 

ヒアリング 
中学生・高校生 ５４人 

児童館利用 

保護者 
１５人 

大学生 １０人 
紙での 

アンケート 

そのほか保護者 １１人 

紙での 

アンケート 

個別 

ヒアリング 
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（１）子ども・子育て支援に関するアンケート調査・調査結果 

 

本計画を策定するに当たり、「量の見込み」の算出や子育て支援に関する実態や意見・要望等を把握するため

に、「朝霞市子ども・子育て支援に関するアンケート調査」を実施しました。 

 

◆調査の種類・調査方法 

調査の種類 調査対象 対象数 調査方法 

就学前児童 
市内在住の 

就学前児童の保護者 
２,０００人 

郵送配付 

郵送又はＷＥＢ回収 

小・中学生の 

保護者 

市内公立小学校に 

在籍する小学生の保護者 
６９７人 

学校配付 

学校又はＷＥＢ回収 

市内公立中学校に 

在籍する中学生の保護者 
４０４人 

小・中・高校生 

本人 

市内公立小学校に 

在籍する小学５・６年生 
３５９人 

市内公立中学校に 

在籍する中学１・２年生 
４０４人 

市内在住の 

高校１・２年生相当の市民 
１６０人 

郵送配付 

郵送又はＷＥＢ回収 

 

◆回収期間 

郵送配付 ： 令和５年１２月１９日(火)～令和６年１月１９日(金)   

学校配付 ： 令和５年１２月１５日(金)～令和６年１月１９日(金)  

 

◆回答状況 

調査の種類 配付数 有効回収数 有効回収率 
（参考） 

前回有効回収率 

就学前児童 ２,０００人 １,０２５人 ５１.３% ６７.３% 

小・中学生の保護者 １,１０１人 ６１９人 ５６.２% - 

 小学生の保護者 ６９７人 ４１９人 ６０.１% ８８.２％ 

中学生の保護者 ４０４人 ２００人 ４９.５% - 

小・中・高校生本人 ９２３人 ５６５人 ６１.２% - 

 小学生 ３５９人 ２４６人 ６８.５% - 

中学生 ４０４人 ２７３人 ６７.６% ８２.９% 

高校１・２年生相当 １６０人 ４６人 ２８.８% ７８.１% 
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① 保護者の就労状況[資料編 Ｐ１０3]  

・ 就学前児童保護者の調査では、「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」が３６.８％と

最も多く、前回調査から１０.１ポイント増加しています。前回調査で最も多かった「以前は就労していたが、

現在は就労していない」は２３.０％と、前回調査から１４.１ポイント減少しています。 

・ 小学生保護者の調査では、「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」が３２.

５％と前回調査から引き続き最も多くなっています。 

・ 中学生保護者の調査では、「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」が４５.

０％と最も多くなっています。 

・ 「以前は就労していたが、現在は就労していない」割合は、こどもの年齢が上がるにつれて下がっています。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 共働き世帯が増え、保育所や学童保育の利用希望割合は高まっていると考えられますが、社会的には少子

化傾向が進んでいるため、両方を勘案して量の見込み等を立てる必要があります。 

・ 地域子ども・子育て支援事業についても、事業内容や利便性が共働き世帯ニーズと合致しているかを検討

する必要があります。 

 

② 子育てへの関わり方[資料編 Ｐ１０3～１05] 

・ 就学前児童保護者の調査では、「父母ともに子育てをしている」が６１.８％と最も多く、前回調査から１０.５

ポイント増加しています。 

・ 就学前児童・小学生・中学生保護者のいずれも「子育てをする上で気軽に相談できる人や場所」について過

半数が「いる/ある」と回答していますが、こどもの年齢が上がるにつれて割合が下がっています。特に小学

生保護者は「いる/ある」と回答した割合が、前回調査から２２.３ポイント減少しています。 

・ 就学前児童・小学生・中学生保護者のいずれも「子育て（教育を含む）をする上で気軽に相談できる相談先」

について、「祖父母等の親族」「友人や知人」が最も多くなっています。就学前児童保護者は「保育園等」と回

答した割合が、前回から９.３ポイント増加しています。小学生保護者は「近所の人」と回答した割合が、前回

から９.８ポイント減少しています。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 相談先が「いない/ない」と回答している割合が、こどもの年齢が上がるにつれて上がっています。 

・ 就学前児童・小学生・中学生保護者のいずれも「祖父母等の親族」「友人や知人」に次いで、「保育園等」や「幼

稚園」、「小学校・中学校」等、すでに関わりのある場所を相談先としてあげています。相談機関の充実ととも

に、教育・保育機関を経由した支援や情報周知等も検討する必要があります。 

 

③ 教育・保育事業の利用状況と希望[資料編 Ｐ１05～106] 

・ 「定期的な教育・保育事業」について「利用している」が７８.０％と、前回調査から６.８ポイント増加していま

す。また、「認可保育所」が５９.８％と最も多く、前回調査から９.２ポイント増加しています。「幼稚園」は２９.

１％と、前回調査から１１.５ポイント減少しています。 

・ 「利用を希望している定期的な教育・保育事業」について「認可保育所」が５９.６％と最も多く、前回調査から

６.５ポイント増加しています。次いで、「幼稚園」が４１.０％と前回調査から１１.７ポイント減少しています。「幼

稚園の預かり保育」も２６.０％と前回調査から５.９ポイント減少しています。 
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・ 「利用を希望している定期的な教育・保育事業」について、前回調査では、「認可保育所」と「幼稚園」の希望

には大きな差異がありませんでしたが、今回調査では１８.６ポイントの開きが出ています。また、新制度であ

る「こども誰でも通園制度」は、まだ具体的なサービスがないにも関わらず１３.６％が希望しており、子育て

世帯の関心の高さがうかがえます。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 母親のフルタイム就労の割合が増えていることもあり、「保育所」の利用・利用希望がますます増えています。 

・ 「こども誰でも通園制度」にも一定の関心が寄せられており、就労要件を問わない預かりについても検討す

る必要があります。 

 

④ 子ども・子育て支援事業の利用状況と希望[資料編 Ｐ１07～１１0] 

・ 「各種支援事業の認知状況」について「あさか子育てガイドブック（自治体発行の子育て支援情報誌）」を除

いてすべての事業で認知度が下がっています。特に「家庭児童相談室」は３８.７％と前回調査から１２.４ポイ

ント、「マタニティ教室」は７２.０％と前回調査（「母親学級」）から１１.１ポイント減少しています。 

・ 「こどもが病気等で事業が利用できなかった・学校を休む必要があった際の対処方法」は、就学前児童・小学

生・中学生保護者ともに「母親が休んだ」が最も多いですが、前回調査と比較すると就学前児童・小学生保護

者いずれも「父親が休んだ」割合が増えています。 

・  「小学校の間、放課後を過ごさせたい場所（就学前・小学校低学年保護者）」は前回調査と比較すると、ほと

んどの選択肢で利用希望が減っていることから、複数の場所・サービスよりも特定の場所・サービスで過ご

させたいと考えている保護者が多いことがうかがえます。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 「各種支援事業の認知状況」については、コロナ禍で中止・縮小した事業もあり、認知度が下がったと思われ

ます。認知度を上げ、事業の利用率を高めるためには、いかに情報を子育て世帯に届けるかが課題です。 

・ 「こどもが病気等で事業が利用できなかった・学校を休む必要があった際の対処方法」は、いまだ母親の負

担が大きい状況ですが、父親が休暇を取るケースも増えてきています。各種支援事業について、母親・父親

ともに使いやすいものとなっているか、という視点での見直しも必要です。 

・ 放課後のこどもの居場所の選択肢が広がるよう、放課後等に小学校の余裕教室を活用して行う「放課後こ

ども教室」など、こどもが安心して過ごせる居場所などの環境づくりが求められます。 

 

⑤ 子育ての不安や悩みなどについて[資料編 Ｐ１１0～114] 

・ 「子育ての負担感（「よくある」と「時々ある」の合計）は、就学前児童保護者で６７.０％、小学生保護者で４０.

８％が感じています。前回調査から就学前児童保護者は２.０ポイント減少し、小学生保護者は５.９ポイント増

加しています。 

・ 子育てで負担を感じる理由は、「その他」が最も多く、就学前児童保護者は「仕事との両立が大変」「自分の

時間がない・忙しい」等の意見が多いです。小学生保護者は「仕事との両立が大変」「勉強や進学先のフォロ

ーが大変」「反抗期のこどもへの対応が難しい」等の意見が多いです。 
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・ 子育てで悩んでいること、気になることは、全体的に割合が上がっており、複数の悩みを抱えている保護者

が増えていることがわかります。就学前児童保護者は「仕事や自分のやりたいことが十分できない」が３４.

８％と前回調査から４.１ポイント増加しています。小学生保護者は「病気や発育・発達」が１５.３％と前回調査

から３.７ポイント増加しています。 

・ 子育てに関して楽しいと感じるか・つらいと感じるかは、「楽しいと感じることの方が多い」と回答している

割合が高いものの、前回調査から就学前児童保護者は５.４ポイント、小学生保護者は１８.３ポイント減少して

います。 

・ 子育ての不安感や負担感、つらさなどを解消するために必要なことは、就学前児童保護者で「保育サービス

の充実」が６１.０％と最も多く、次いで「仕事と家庭生活の両立支援」が５９.７％、小学生保護者で「仕事と家

庭生活の両立支援」が４７.５％と最も多く、次いで「地域における子育て支援の充実」が４３.４％、中学生保

護者で「保育サービスの充実」が５３.５％と最も多く、「子育て世代と子育て経験者が交流する機会」が４１.

５％となっています。前回調査から就学前児童保護者は、「仕事と家庭生活の両立支援」が１０.７ポイント増

加しています。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 就学前保護者は両親ともにフルタイムで就労している割合が高いこともあり、「仕事との両立」や「自分の時

間がない・忙しい」ことに負担感を感じることが多いようです。また、「子育てで悩んでいること、気になるこ

と」では「仕事や自分のやりたいことが十分できない」が増えています。 

・ 就労を要件としない預かりサービスなど、教育・保育事業の充実が求められます。 

・ 小学生・中学生保護者は、こどもとの関わりに悩みを抱えることが多く、別の設問で「相談先がない」と回答

している割合がこどもの年齢が上がるにつれて増えていたことも踏まえ、こどもの年齢に応じた相談体制

の整備が求められます。また、「病気や発育・発達」に悩む保護者も増えていますので、こちらも支援体制の

強化が必要です。 

 

⑥ こどもの権利について[資料編 Ｐ１1８] 

・ 親にたたかれたり、ひどいことを言われた経験が「ある」と回答した児童・生徒は２１.７％で、前回調査から６.

１ポイント減少していますが、５人に１人がたたかれたり、ひどいことを言われたりした経験があることがわ

かります。 

・ 希望する進学先は「大学まで」が最も多く５５.５％で、次いで「特に理想はない」が１５.３％、「高等学校まで」

が１０.７％となっています。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 親にたたかれたり、ひどいことを言われたりした経験がある児童・生徒は減っているものの、いまだ５人に１

人は経験があり、こどもの権利を尊重する意識の醸成と、虐待防止の啓発、相談先の周知が必要です。 

・ 希望する進学先が「大学まで」と回答した人の割合が半数以上です。家庭の事情等で児童・生徒の進学希望

の夢が途絶えないよう、学習支援や奨学金制度など、児童・生徒自身への周知も必要です。 

・ 時代の変遷に関わらず、常にこどもの権利が尊重される社会づくりが必要です。 
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💚こども計画策定における「こども・若者の意見聴取」 

 

こども計画はこども・若者とその保護者等を対象として、様々な施策を展開するために策定しています。 

こども・若者にとって最もよいことは何かを考え、政策に反映するために、アンケートでの調査に加え、次の 

ようなヒアリング調査を実施し、１２９名のこども・若者から直接意見を聴きました。いただいた意見は、 

Ｐ１３８～Ｐ１４２に掲載しています。 

 

●「こどもミーティング」 

  ➡市内の児童館を利用している小学生・中学生・ 

高校生を対象に、それぞれ５～６人のグループ 

になってもらい、普段感じていることを伺いました。 

 

●「中学校・高等学校への訪問」 

  ➡朝霞市立朝霞第四中学校と埼玉県立朝霞高等学校に訪問し、グループヒアリングを行いました。 

３０分～５０分としっかり時間をかけ、直接生徒のみなさんから率直な意見を伺うことができまし 

た。 

   

  ●「アサカシティラボでの意見聴取」 

  ➡大学生主宰の朝霞倶楽部が実施したイベント「アサカシティラボ」に参加した大学生にアンケート 

調査を行い、意見を聴取しました。 

 

種類 調査対象 実施日 対象数 

小学生 

ねぎしだい児童館利用者 令和５年１２月２２日(金) １９人 

みぞぬま児童館利用者 令和６年１月９日(火) ２１人 

ひざおり児童館利用者 令和６年１月１０日(水) １２人 

都市公園利用者 

（島の上公園、あけぼの公園） 
令和６年１月３０日(火) ４人 

溝沼放課後児童クラブ利用者 令和６年４月２２日（月） ９人 

中学生 

・ 

高校生 

ほんちょう児童館利用者 令和６年１月１３日(土) ２２人 

朝霞市立朝霞第四中学校生徒 令和６年４月２５日(木) １０人 

埼玉県立朝霞高等学校生徒 令和６年４月２２日（月） ２２人 

大学生 アサカシティラボ参加者 令和６年１月２７日(土) １０人 

 

 

  

コラム 
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（２）こどもの生活に関するアンケート調査・調査結果 

 

本計画を策定するに当たり、こどもの生活実態や意見・要望等を把握するために、「朝霞市こどもの生活に関

するアンケート調査」を実施しました。 

 

◆調査の種類・調査方法 

調査の種類 調査対象 対象数 調査方法 

小学５年生 
市内公立小学校に在籍する 

小学５年生とその保護者 
１,０１５人 

学校配付 

郵送又は WEB 回収 
中学２年生 

市内公立小学校に在籍する 

中学２年生とその保護者 
９１３人 

公的扶助受給世帯※ 公的扶助を受給する世帯の保護者 ７４０人 
郵送配付 

郵送又は WEB 回収 

 ※公的扶助受給世帯には、児童扶養手当やひとり親家庭等医療費受給資格がある世帯で、世帯員の所得状況により児童扶養手当を受給 

していない世帯も含んでいます。 

 

◆回収期間 

令和５年１２月１５日(金)～令和６年１月１９日(金)  

 

◆回答状況 

調査の種類 配付数 有効回収数 有効回収率 
（参考） 

前回有効回収率 

小学５年生 

 児童 １,０１５人 ３５４人 ３４.９% ９１.５％ 

保護者 １,０１５人 ４９１人 ４８.４% ９１.４% 

中学２年生 

 児童 ９１３人 ５３５人 ５８.６% ７９.２% 

保護者 ９１３人 ２４４人 ２６.７% ８３.０% 

公的扶助受給世帯 ７４０人 １８１人 ２４.５% ３１.１% 
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① 子育て家庭の経済的な状況[資料編 Ｐ１２3] 

・ 可処分所得水準（世帯人数別）と食料・衣類を購入できなかった経験や公共料金等を支払えなかった経験に

より家庭の経済的状況を３つに分類すると、経済的困難を抱えると想定される「生活困難層」の家庭は小学

５年生で５．０％、中学２年生で５.５％程度と想定されます。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 埼玉県の調査では、「中央値の１/２未満」は小学５年生で８.７％、中学２年生で１２.６％となっており、朝霞市

では埼玉県と比べて「生活困難層」の割合は低くなっていますが、経済的困難を抱えている家庭が一定数存

在することが明らかになりました。 

 

② 保護者の就労状況[資料編 Ｐ124] 

・ 保護者の就労状況として、母親については、全体では「パート・アルバイト」が小学５年生保護者で３８.３％、

中学２年生保護者で４０.６％と特に多くなっています。「生活困難層」では、小学５年生保護者の「パート・ア

ルバイト」が全体よりも１１.７ポイント多くなっています。前回調査と比較すると全体では「正社員・正規職員」

が９.８ポイント増加し、「パート・アルバイト」が７.７ポイント減少しています。 

・ 父親については、全体では「正社員・正規職員」が小学５年生保護者で８３.５％、中学２年生保護者で８４.

８％ですが、「生活困難層」では、「正社員・正規社員」が小学５年生保護者で３７.５％、中学２年生保護者で 

１５.４％と著しく低く、小学５年生保護者では「自営業・家業」や「パート・アルバイト」、中学２年生保護者では

「働いていない」や「その他の職業」が全体と比較すると多くなっています。前回調査から大きく傾向が変化

している項目はありません。 

 

③ 子育て家庭の貧困経験[資料編 Ｐ１２５] 

・ お金が足りなくて食料や衣料を買えなかった経験が「よくあった」、「時々あった」家庭は、全体では小学５年

生保護者が８.３％、中学２年生保護者が９.５％ですが、「生活困難層」では小学５年生保護者が４５.８％、中

学２年生の保護者が４６.２％となっています。 

・ 過去１年間に経済的な理由のために公共料金等を支払えなかった経験が「あった」家庭は、『電話料金』で全

体では小学５年生保護者が１.２％、中学２年生保護者が１.６％ですが、「生活困難層」では小学５年生保護者

が１２.５％、中学２年生の保護者が２３.１％となっています。『電気料金』、『ガス料金』、『水道料金』、『家賃』、

『税金・国民健康保険税』でも同様の結果となっています。 

 

④ 子育て家庭の教育費の準備状況[資料編 Ｐ１２6] 

・ 将来の教育費の準備状況は、「十分準備ができている」は全体では小学５年生保護者が１２.８％、中学２年生

保護者が１８.９％、「準備を始めている」は小学５年生保護者が６３.５％、中学２年生保護者が６２.７％となっ

ています。「まったく準備ができていない」は「生活困難層」で小学５年生保護者が６６.７％、中学２年生保護

者が５３.８％となっています。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 「生活困難層」が将来の教育費を「まったく準備できていない」理由として、経済的に日々の生活で精一杯で

あることに加え、「こどもの将来をあまり考えられていない（精神的にも余裕がない）」ことや「どの程度の教

育費が必要かわからない」等の理由も考えられます。 
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・ 保護者への啓発に加え、こども自身にもかかるお金やそれに対する支援、また、将来自分が親になった時の

お金の話などを学校等で教えることも検討が必要です。 

 

⑤ 家庭でのこどもと保護者の関わりの状況[資料編 Ｐ１２６] 

・ 家庭でのこどもと保護者の関わりの状況は、「お子さんができたことや頑張ったことをほめて、一緒に喜ぶ」

が「毎日ある」割合は、小学５年生保護者が３２.２％、中学２年生保護者が１９.３％となっています。前回調査

と比較すると小学５年生保護者が８.３ポイント増加し、中学２年生保護者が０.７ポイント減少しています。前

回調査では、中間層でやや割合が低くなっていましたが、今回は逆で、中間層は前回調査よりも１７.７ポイン

ト増加しています。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 全体と生活困難層で有意な差があるものは少なく、「お子さんと将来の夢について話す」、「お子さんの学校

での出来事について、じっくり耳を傾ける応じる」は小学５年生では全体よりも生活困難層の方が高い傾向

にありました。 

・ 家庭でのお子さんとの関わりを増やすための取組として、青少年健全育成事業などを通じて、こどもと保

護者の関わりを深めていくことが求められます。 

 

⑥ 子育てについての悩み[資料編 Ｐ１２7] 

・ 子育てについての悩みがある割合は（何らかの悩みの項目に〇を付けた人の割合）は、全体では小学５年生

保護者、中学２年生保護者ともに６１％程度で、前回調査から６ポイント程度上がっています。「生活困難層」

では小学５年生保護者が６６.７％、中学２年生保護者が６９.２％何らかの悩みを抱えていて、特に小学５年

生保護者は「こどもの友達関係やいじめ」、「家族間での教育方針の違い」が、中学２年生保護者は「こどもの

反抗や暴言・暴力」、「家族間での教育方針の違い」が全体よりも生活困難層の方が高くなっています。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 小学５年生保護者ではこどもの友人関係に関連して、中学２年生保護者ではこども本人に関連して悩みを

抱えている割合が高くなっています。ニーズ調査でも、就学前保護者と比べて、小学生保護者はこどもやこ

どもとの友人との関わりに悩むケースが多く、また相談先もないと回答している割合が高くなっていました。

こういった悩みに対する相談体制の充実は重要です。 

 

⑦ 子育てについての相談相手・相談先[資料編 Ｐ１28] 

・ 子育てについての相談相手・相談先として「こどもの勉強や学校に関する相談」は、全体では「家族」が小学

５年生保護者で８２.５％、中学２年生保護者で８５.２％、「身近な人」が小学５年生保護者で７１.９％、中学２

年生保護者で７０.１％となっています。「生活困難層」の小学５年生保護者は、「家族」が全体よりも１１.７ポイ

ント低く、「こどもの通う学校の先生」の割合が８.７ポイント、「相談できる人はいない」が８.８ポイント高くな

っています。「生活困難層」の中学２年生保護者は「身近な人」が全体よりも８.６ポイント低く、「こどもの通う

学校の先生」が１９.４ポイント高くなっています。 

・ 「こどもの健康や発育に関する相談」は、「家族」が小学５年生保護者・中学２年生保護者ともに８７％程度と

なっています。「生活困難層」の小学５年生保護者は「身近な人」が全体よりも９.２ポイント高く、中学２年生

保護者は「こどもの通う学校の先生」が全体の半分程度になっています。 
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＜傾向と課題＞ 

・ 相談相手・相談先として、「生活困難層」ほど「こどもの通う学校の先生」の割合が高くなる傾向にあります。

学校への専門家派遣や常駐を強化するなど、学校側の過度な負担にならないようにしながら、セーフティネ

ットとしての機能を強化していくことが求められます。 

 

⑧ 公的機関への相談状況[資料編 Ｐ１２９] 

・ 公的機関への相談状況として「市役所・福祉事務所の窓口」に「相談する」は、全体では小学５年生保護者が

３５.２％、中学２年生保護者が３８.９％となっています。「生活困難層」の小学５年生保護者が「相談する」割

合は全体よりも１０.２ポイント低く、前回調査よりも１４.６ポイント減少しています。「生活困難層」の中学２年

生保護者が「相談する」割合は全体よりも２２.６ポイント高く、前回調査よりも３５.２ポイント増加しています。 

・ 「こどもが通う学校の先生」に「相談する」は、全体では小学５年生保護者が５７.０％、中学２年生保護者が 

６１.５％となっています。「生活困難層」の小学５年生保護者が「相談する」割合は全体よりも５.５ポイント、前

回調査よりも１６.７ポイント、中学２年生保護者が全体よりも１５.４ポイント、前回調査よりも４５.３ポイント

高くなっています。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 「生活困難層」ほど公的機関へ相談する事項は多いと考えられますが、特に小学５年生では４人に１人しか相

談できておらず、中学２年生では全体より多いものの４割程度が相談できていません。市役所・福祉事務所

の窓口以外からの相談へのつなげ方をより強化していく必要があります。 

・ 学校現場の負担軽減に取り組みつつ、学校のセーフティネット機能を強化することが求められます。 

・ 市民等へのアウトリーチ活動から相談につなげる方策の検討が必要です。 

 

⑨ こどもの朝食・歯みがきの状況[資料編 Ｐ１３０] 

・ こどもの朝食の摂取状況として、「毎日食べる」は小学５年生９２.１％、中学２年生８８.１％となっています。

「生活困難層」の小学５年生は全体よりも１２.９ポイント、中学２年生は１８.９ポイント低くなっています。 

・ 歯みがきの状況として、「必ず磨いている」は小学５年生１７.７％、中学２年生１８.４％となっています。前回

調査と比較すると小学５年生は４.０ポイント、中学２年生は９.０ポイント低くなっています。小学５年生では

「生活困難層」の方が「必ず磨いている」割合が１１.５ポイント高いです。 

 

＜傾向と課題＞ 

・ 「生活困難層」は小学５年生が２割程度、中学２年生が３割程度、朝食を食べる日と食べない日があり、ほと

んど食べないこどももいます。朝食の重要性の啓発等も必要です。 

・ こどもの貧困対策、居場所づくりとして、こども食堂やフードパントリー、フード・ドライブなどの取組を整備

する必要があります。 
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⑩ 落ち着いて勉強できる環境の有無[資料編 Ｐ１３1] 

・ 「落ち着いて勉強できる環境の有無」は、全体では小学５年生が８８.８％、中学２年生が９２.２％ですが、「生

活困難層」では小学５年生が７５.０％、中学２年生が７６.９％となっており、全体と比較すると小学５年生が

１３.８ポイント、中学２年生が１５.３ポイント低くなっています。 

＜傾向と課題＞ 

・ 「生活困難層」には、落ち着いた学習環境が整っていないことが多く、こどもヒアリングでも児童館等への要

望で「学習/自習スペースの確保」があがっていたことを踏まえ、こどもの居場所として、自宅以外にも学習

に取り組むことができる環境の整備を検討する必要があります。 

 

⑪ こどもの放課後の過ごし方[資料編 Ｐ１３２～１３４] 

・ 放課後の過ごし方は、「自分の家で、家族と過ごす」ことが「多い」割合は全体では小学５年生、中学２年生と

もに７９.１％でした。中学２年生になると「学習塾で先生や友達と過ごす」が全体では４２.２％と高くなって

いますが、「生活困難層」の中学２年生は１１.１％と全体よりも３１.１ポイント低くなっています。 

・ 帰宅後の過ごし方は、「勉強や宿題」を「する（「１時間未満」、「１～２時間未満」、「２～３時間未満」、「３時間以

上」の合計）」割合は全体では小学５年生が９７.５％、中学２年生が８１.９％でした。前回調査では中学２年生

の「まったくしない」は８.０％だったのに対し、今回は１７.９％と９.９ポイント増えています。 

・ 「テレビやＤＶＤ」を「見る（「１時間未満」、「１～２時間未満」、「２～３時間未満」、「３時間以上」の合計）」割合

は全体では小学５年生が９３.５％、中学２年生が８６.０％でした。「生活困難層」の中学２年生は「見る」が６６.

６％で、全体よりも１９.４ポイント低くなっています。 

・ 「パソコン・スマートフォンなどでインターネットやゲーム」を「する（「１時間未満」、「１～２時間未満」、「２～３

時間未満」、「３時間以上」の合計）」割合は全体では小学５年生が８７.２％、中学２年生が９５.３％でした。前

回調査では小学５年生の「まったくしない」は１９.８％だったのに対し、今回は１２.１％と７.７ポイント減って

います。 
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※こどもの生活に関するアンケート調査の分析方法について 

◆生活困難度を軸として分析 

この調査では以下の２つの要素を用いて生活困難度層の定義を行い、家庭の生活困難の度合いが基本的な生活における課題やこどもの育ちに影響する

度合いについて分析を行いました。分析には下記の「生活困難層」「中間層」「非該当層」の分類を用いています。 

要素１ 世帯員人数別に区分を設定した世帯の可処分所得水準 

要素２ 過去１年間に買えなかった経験、支払わなかった経験、以下の９項目のうち２項目以上該当 

（①食料または衣類 ②電話料金 ③電気料金 ④ガス料金 ⑤水道料金 ⑥家賃 ⑦住宅ローン ⑧税金・国民健康保険税 ⑨借入金（クレジット

カードを含む））※①食料または衣類は「よくあった」「ときどきあった」のいずれかの場合 

 

 

朝霞市と埼玉県の調査結果を比較する際の注意点等 

・埼玉県の調査とは、「こどもの生活実態調査」（令和６年３月）を指します。 

・埼玉県の調査は、次の自治体を対象に対して行ったものです。 

対象自治体 
川口市（南部地域）、新座市（南西部地域）、松伏町（東部地域）、桶川市（県央地域）、嵐山町（川越比企地域）、飯能市（西部地

域）、久喜市（利根地域）、熊谷市（北部地域）、小鹿野町（秩父地域） 

対象年齢・学年 
公立小学校第５学年児童とその保護者（対象１７校） 

公立中学校第２学年生徒とその保護者（対象１２校） 

調査対象児童数 計４，４６２人 

 

・朝霞市の調査では、埼玉県の調査と比較して生活困難層・中間層・非該当層の分類方法が異なります。朝霞市では、可処分所得水準（世帯人数別）と食料・衣類

を購入できなかった経験や公共料金等を支払えなかった経験により家庭の経済的状況を分類していますが、埼玉県の調査では可処分所得水準（世帯人数別）の

みで「中央値以上」「中央値の１/２以上中央値未満」「中央値の１/２未満」で分類しています。本調査では、朝霞市の「生活困難層」と埼玉県の「中央値の１/２未満」、

朝霞市の「中間層」と埼玉県の「中央値の１/２以上中央値未満」、朝霞市の「非該当層」と埼玉県の「中央値以上」を同分類と考え、比較します。 

・朝霞市の調査では、埼玉県の調査と比較して調査対象数が異なります。クロス集計を行った結果、各層の基数が少ない場合は誤差の範囲が大きくなり、比率が

上下しやすいため、注意が必要です。 

・この資料ではこどもの貧困に関する朝霞市の特徴を捉えるため、生活困難度の分類が可能な「世帯収入」と「世帯人数」を回答した対象のみに絞って集計して

います。 

 

 +要素２が2

つ以上

 +要素２が１

つ以下

1人 65万円未満 125万円未満 250万円未満 315万円未満 315万円以上 122万円

2人 90万円未満 180万円未満 360万円未満 450万円未満 450万円未満 173万円

3人 110万円未満 220万円未満 440万円未満 550万円未満 550万円未満 211万円

4人 130万円未満 255万円未満 510万円未満 640万円未満 640万円未満 244万円

5人 145万円未満 285万円未満 570万円未満 715万円未満 715万円未満 273万円

6人 155万円未満 310万円未満 620万円未満 775万円未満 775万円未満 299万円

7人 170万円未満 335万円未満 670万円未満 840万円未満 840万円未満 323万円

8人 180万円未満 360万円未満 720万円未満 900万円未満 900万円未満 345万円

9人 190万円未満 380万円未満 760万円未満 950万円未満 950万円未満 366万円

世帯員

人数

分類Ⅰ 分類Ⅱ 分類Ⅳ 分類Ⅴ

465万円未満

505万円未満

540万円未満

570万円未満

（参考）

国の貧困線基

準

190万円未満

270万円未満

330万円未満

385万円未満

430万円未満

生活困難層

分類Ⅲ

中間層 非該当層

分類Ⅵ
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１１ 第２期計画の振り返り 

（１） 計画の成果 

（２）未達成の指標 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和６年度 
（２０２４年度） 

達成目標 

令和６年度 

（２０２４年度） 

待機児童数（人） 
６８ ０ １７ 

（－５１） 

放課後児童クラブ入所保留者数（人） 
１７６ ０ ２５０ 

（＋７４） 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

保育施設数（箇所） 

保育所・認定こども園 
４４ ４７ 

（＋３） 

地域型保育 
２４ ２５ 

（＋１） 

家庭保育室 
２ １ 

（－１） 

保育施設入所定員数（人） 

保育所・認定こども園 
３,１５３ ３,４５４ 

（＋３０１） 

地域型保育 
４０６ ４２９ 

（＋２３） 

家庭保育室 
２２ １３ 

（－９） 

保育施設入所児童数（人） 

保育所・認定こども園 
３,１３８ ３,４０１ 

（＋２６３） 

地域型保育 
３７４ ４２４ 

（＋５０） 

家庭保育室 
１７ １２ 

（－５） 

病児保育施設（箇所） 
１ １ 

（±０） 

放課後児童クラブ数（箇所） 
１９ ２２ 

（＋３） 

放課後児童クラブ利用定員数（人） 
１,６４３ １,８５４ 

（＋２１１） 

放課後児童クラブ利用児童数（人） 
１,６２５ １,７７６ 

（＋１５１） 

市内児童館数（箇所） 
６ ６ 

（±０） 
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（３）基本目標ごとの課題の検討 

次世代育成支援対策推進法の行動計画 

基本目標・基本方針 

基本目標１ すべての子どもがすくすく育つまち 

 基本方針１ 子どもの人権の尊重のために 

 基本方針２ 特別な配慮が必要な子どものために 

 基本方針３ 地域の中の子どものために 

 

施策の進捗状況 

＜基本方針１＞ 

●児童相談には、児童虐待相談３１４件のほか、９００件を超える相談が寄せられました（令和５(２０２３)年

度）。前回計画策定時よりも増加傾向にあります。 

●小中学生・高校生向けの啓発物配付や、SNS・メール等を活用した周知により、児童虐待防止に関する啓発

が進んでいます。また、令和６年度から新たに専門の相談員による「こども・ほっとそうだん」も開始しました。 

＜基本方針２＞ 

●障害児通所支援の案内や育成保育の受け入れ、就学前相談の実施、各種手当等の支給による障害児及びそ

の保護者に対する支援を行いました。 

●生理用品配布やあさか・スクールサポーターによる学習指導等、経済面・学習面で困難さを抱える児童への

支援を行いました。 

●日本語指導支援員の配置や多言語での情報発信等、外国につながりのあるこども及びその保護者に対する

支援を行いました。 

＜基本方針３＞ 

●児童の健全な成長を目指し、児童館や子育て支援センター、放課後こども教室、プレーパーク、学校体育施

設の開放など、こどもの居場所づくりを行いました。また、新設公園の整備に当たっては市民ワークショップ

を実施し、公園の機能やアイディア、使い方等の意見交換を行いました。 

 

アンケート・ヒアリング結果から見る課題 

＜基本方針１＞ 

●親にたたかれたり、ひどいことを言われたりした経験がある児童・生徒は減っているものの、いまだ５人に１

人は経験があり、さらなる虐待防止の啓発と相談先の周知が必要です。 

＜基本方針２＞ 

●朝霞市内で経済的困難を抱えると想定される「生活困難層」の家庭は小学５年生で４.９％、中学２年生で５.

３％程度と想定されます。生活困難層ほど、こどもが通う学校の先生に相談する割合が高く、学校がセーフテ

ィネットとしての機能を強化していくことが必要です。 

●生活困難層では、落ち着いた学習環境が整っていないことが多く、公共施設等に学習・自習スペースを確保

することが求められます。 

●病気や発育・発達に悩む保護者も増えており、相談・支援体制の強化がますます求められています。 

●ヤングケアラー実態調査において、家族の世話をしていることへの負担感として身体的・精神的な面をあげ

ているこどもが多くいました。 
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＜基本方針３＞ 

●ヒアリングでは、中学生以降遊べる場所やボール遊びができる公園が少ないという声があがりました。 

 

施策の課題 

＜基本方針１＞ 

●こども・若者を虐待や犯罪から守り、社会変化に伴う多様な困難を抱えるこども・若者を支援していく必要

があります。 

●こども・若者の権利に関する普及・啓発や、こども・若者の意見を尊重する社会づくりも必要です。 

＜基本方針２＞ 

●経済的困難、発達の遅れや障害、外国につながりのあるこども・若者とその保護者を支えていく必要があり

ます。 

＜基本方針３＞ 

●こども・若者が多様な遊びや体験ができる機会を充実させ、安心して過ごせる居場所づくりを進める必要

があります。 
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基本目標・基本方針 

基本目標２ すべての家庭が安心して子育てするまち 

 基本方針１ すべての子育て家庭のために 

 基本方針２ 地域における子育てのために 

 基本方針３ 子どもの安心・安全のために 

 

施策の進捗状況 

＜基本方針１＞ 

●計画期間中、新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも、子育て情報の提供や子育て（育児）講座の

開講等、家庭における子育て支援の充実を図りました。 

●ワンストップ拠点（子育て世代包括支援センター）で妊産婦に対する専門職による面談、出産後の母子の心

身のケアや育児サポート等により切れ目のない支援を行いました。 

＜基本方針２＞ 

●地域における多様な経験や世代を超えた支援により、青少年の健全育成、地域における子育て・教育支援を

推進していますが、一部新型コロナウイルス感染症の影響を受け、活動を中止・縮小したものがあります。 

＜基本方針３＞ 

●警察や小中学校、自治体・町内会と連携し、こどもの安心・安全の確保及び啓発を行いました。 

 

アンケート・ヒアリング結果から見る課題 

＜基本方針１＞ 

●子ども・子育て支援事業の事業内容や利便性が、共働き世帯のニーズと合致しているか検討が必要です。 

●相談先が「いない・ない」と回答している割合が、こどもの年齢が上がるにつれて高くなっています。こども

の年齢に応じた相談先の周知が必要です。 

＜基本方針２＞ 

●ヒアリングでは、ボランティア活動は大人が参加していることが多く、こどもが参加できるイメージがないと

いう意見があがりました。 

＜基本方針３＞ 

●ヒアリングでは、道が狭い等、道路の安全に関する意見・要望があがりました。 

 

施策の課題 

＜基本方針１＞ 

●妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目のない支援を充実させる必要があります。 

●ニーズに応じた子育て支援に関する情報発信や相談体制を整える必要があります。 

＜基本方針２＞ 

●新型コロナウイルス感染症で中止・縮小した活動の再開とともに、これまで外出を控えていた子育て家庭が

各種サービスを利用することに伴う、受け入れ体制の整備が必要です。 

＜基本方針３＞ 

●自治会や町内会と協働した防犯活動の推進等について、ボランティアスタッフの高齢化や不足が一部事業

で課題となっています。 
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基本目標・基本方針 

基本目標３ すべての子どもが質の高い教育・保育を受けるまち 

 基本方針１ 教育・保育の充実のために 

 基本方針２ ライフスタイルに応じた子育て支援のために 

 基本方針３ 教育・保育の質を高めるために 

 

施策の進捗状況 

＜基本方針１＞ 

●保育施設の整備を進めており、待機児童は年々減少しています。 

●小学生でも放課後児童クラブの入所家庭が増加しており、民間クラブの増設や受入れ定員数の拡大を実施

しましたが、入所保留者数は増加しています。 

＜基本方針２＞ 

●ファミリー・サポート・センター事業、延長保育事業（時間外保育）、一時預かり事業、休日保育事業等を実施

し、就労との両立やリフレッシュなど保護者の子育て負担を軽減する取組を行っています。 

＜基本方針３＞ 

●保育人材の確保や研修等を行っていますが、一部新型コロナウイルス感染症の影響を受け、取組を中止・縮

小したものがあります。 

 

アンケート・ヒアリング結果から見る課題 

＜基本方針１＞ 

●共働き世帯が増え、また母親のフルタイム就労の割合が増えていることもあり、保育所の利用及び利用希望

はますます増えるものと思われますが、少子化傾向も進んでいるため、両方を勘案して量の見込みや確保の

方策（整備計画）を考える必要があります。 

●ヒアリングでは、保育所や放課後児童クラブを利用できるか不安であるという声もあがりました。 

＜基本方針２＞ 

●「こども誰でも通園制度」も一定の関心があり、就労要件を問わない保育についても検討が必要です。 

 

施策の課題 

＜基本方針１＞ 

●保育所の待機児童、放課後児童クラブの入所保留児童を解消する必要があります。 

●特に放課後児童クラブについては、学区ごとの空き状況に差があるため、学区ごとの保育の需要を分析し、

対策する必要があります。 

＜基本方針２＞ 

●就労の有無を問わず、ライフスタイルに応じた子育て支援を推進する必要があります。 

＜基本方針３＞ 

●多様なニーズに応える子育て支援サービスの提供のためには、教育・保育に携わる人材の確保と質の向上

が必要です。 
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子ども・子育て支援事業計画 

 

幼児期の学校教育・保育の提供 

 

施策の進捗状況 

＜教育・保育の量の見込み・確保の内容＞ 

●子ども・子育て支援新制度に基づき、教育・保育の量の見込み（利用すると考えられる人数）と確保の内容

（施設等での受入れ人数や整備計画）を定めて計画的な幼児期の学校教育・保育の提供を行っています。待機

児童数は年々減少しており、令和２（２０２０）年度は６８人でしたが、令和６（２０２４）年度では１７人でした。 

＜教育の量の見込み・確保の内容＞ 

●幼稚園は、量の見込みを確保できており、定員数が上回っています。 

 

アンケート・ヒアリング結果から見る課題 

＜教育・保育の量の見込み・確保の内容＞ 

●共働き世帯が増え、また、母親のフルタイム就労の割合が増えていることもあり、保育所の利用及び利用希

望はますます増えるものと思われますが、少子化傾向も進んでいるため、両方を勘案して量の見込みや確保

の方策（整備計画）を考える必要があります。 

●ヒアリングでは、保育所や放課後児童クラブを利用できるか不安であるという声もあがりました。 

 

施策の課題 

＜教育・保育の量の見込み・確保の内容＞ 

●今後のこどもの数の適切な推計と教育・保育のニーズの見極めにより、必要な施設等を利用できるよう計

画を立案する必要があります。 

●預かり保育の利用等について、共働き家庭でも希望があれば幼稚園を利用することができるように、施設・

利用者に働きかけが必要です。 
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地域子ども・子育て支援事業の充実 

 １ 延長保育事業（時間外保育事業） 

 ２ 放課後児童クラブ 

 ３ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

 ４ 乳児家庭全戸訪問事業 

 ５ 養育支援訪問事業及び要保護児童支援事業 

 ６ 地域子育て支援拠点事業 

 ７ 一時預かり事業（幼稚園型・一般（保育所）型） 

 ８ 病児・病後児保育事業 

 ９ ファミリー・サポート・センター事業 

 １０ 妊婦健康診査 

 １１ 利用者支援事業 

 １２ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 １３ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 

施策の進捗状況 

●放課後児童クラブは民営施設を増設するなど受入れの拡充を図っていましたが、保留児童は増加していま

す。 

●一時預かり事業（一般（保育所）型）、病児・病後児保育事業は、新型コロナウイルス感染症の影響により一時

的に利用者の減少がありましたが、現在は徐々に増加傾向にあります。 

●ファミリー・サポート・センター事業ではサポート会員が増えつつありますが、こどもを預けたい人の要望に

十分に対応するために、サポート会員を増やす必要があります。 

 

アンケート・ヒアリング結果から見る課題 

●新しく地域子ども・子育て支援事業に位置付けられる「こども誰でも通園制度」について、保護者の関心が

高く、就労要件を問わない預かりサービスについても検討が必要です。 

 

施策の課題 

●多様なニーズに対応するため、サービスの充実とともに、ホームページや SNS を活用した制度の周知も必

要です。 
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（１） こども・若者が健やかに育つための支援 

（２） 子育て家庭への経済的支援 

（３） こども・若者の居場所整備 

（４） 成長段階に応じた切れ目のない支援 

（５） 共働き・共育ての支援 

１２ 現状の課題とまとめ 

 

本市のこどもと子育て家庭をめぐる現状や社会全体の課題から、次のような支援が必要であると考えます。 

 

 

こども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を受けて、「こども基本法」が施行され、すべてのこども・若者が身体

的・精神的・社会的に幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる「こどもまんなか社会」の実現を

目指すものとされました。こども自身が本来持っている権利（１.生きる権利、２.育つ権利、３.守られる権利、４、

参加する権利）である「子どもの権利条約」の考え方を、施策を行う際の基本としていく必要があります。 

 

 

アンケート調査結果によると、小学生・中学生がいる子育て家庭のうち、５.０％程度の家庭が経済的困難を抱

えている可能性があることがわかりました（Ｐ１２３・生活困難度の分布）。また、生活困難度に関わらず「経済的支

援」を求める声は各調査で多く寄せられています（Ｐ１１２ニーズ調査⑯）。また、生活困難層は将来の教育費を「ま

ったく準備できていない」割合が、全体と比較しても高く、世代を超えて貧困が連鎖する恐れもあります（Ｐ１２

６・生活実態調査④）。保護者への支援・啓発だけでなく、こども自身にも将来かかるお金やそれに対する支援制

度等を周知していく必要があります。 

 

 

こどもヒアリングでは、多くの小学生・中学生・高校生から「ボール遊びができる場所がほしい」「気軽に運動で

きる場所がほしい」「中学生以降遊べる場所が少ない」等、遊び場や居場所に関する意見が多数寄せられました

（Ｐ１３８～１４２・ヒアリング調査）。また、生活困難層には落ち着いた学習環境が整っていないことが多く（Ｐ１３

１・生活実態調査⑬）、こどもヒアリングでも児童館等への要望で「学習/自習スペースの確保」があがっていたこ

とも踏まえ（Ｐ１３８～１４２・ヒアリング調査）、市として取組を検討する必要があります。 

 

 

子育てについての悩みを抱える割合は、小学生・中学生保護者ともに前回調査より高くなっています（Ｐ１１２・

ニーズ調査⑯）。特に相談先が「いる/ある」と回答している割合が、こどもの年齢が上がるにつれて低くなってお

り（Ｐ１０４・ニーズ調査③）、相談先では、生活困難層ほど「こどもの通う学校の先生」に相談する割合が高く、学

校に過度な負担がかからないよう、セーフティネット機能を強化することが求められています（Ｐ１２８・生活実態

調査⑦）。また、各種支援事業についての認知度調査においても、ほぼすべての事業でコロナ禍の影響もあり、認

知度が下がっていることからも、年齢に応じた相談機関の周知の強化を図り、適切な支援につなげることが求め

られます（Ｐ１０７・ニーズ調査⑨）。 

 

 

アンケート調査結果によると、就学前児童の母親のフルタイム就労割合が前回調査から１０ポイントほど増加し、

最も多くなっています（Ｐ１０３・ニーズ調査①）。また、就学前保護者は両親ともにフルタイムで就労している割合

が高いこともあって、「仕事との両立」や「自分の時間がない・忙しい」ことに負担感を感じることが多いです。「子

育てで悩んでいること、気になること」でも「仕事や自分のやりたいことが十分できない」が増えています（Ｐ１１

２・ニーズ調査⑯）。共働き・共育て支援のために、教育・保育事業の充実など、子育て支援の推進が求められます。 


